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○ 大学の概要 

（１）現況 
  ①大学名 
    国立大学法人豊橋技術科学大学 
 
  ②所在地 
    愛知県豊橋市天伯町 
 
  ③役員の状況 
    学長  ：寺嶋 一彦（令和２年４月 １日～令和 ６年 ５月 21 日） 

学長代行：若原 昭浩（令和６年５月 22 日～令和 ６年 12 月 31 日） 
学長  ：若原 昭浩（令和７年１月 １日～令和 12 年 ３月 31 日） 
理事  ：３名（常勤） 

    監事  ：２名（常勤１名、非常勤１名） 
 
  ④学部等の構成 
    工学部 
    工学研究科 
 
  ⑤学生数及び教職員数（令和７年５月１日現在） 
    学生数 
     工学部：         １，２３２名（うち留学生７７名） 
     工学研究科（博士前期課程）： ８６１名（うち留学生８０名） 
     工学研究科（博士後期課程）： １００名（うち留学生４４名） 
    教員数 
     学長・副学長：  ３名 
     大学院   ：１３９名 
     その他   ： ５５名 
    職員数    ：１４０名 

 

 

 

 

 

(2) 大学の基本的な目標（中期目標の前文） 

豊橋技術科学大学は、技術を支える科学の探究によって新たな技術を開発す

る学問、「技術科学」の教育・研究を使命とし、豊かな人間性、グローバルな感

性及び自然と共生する心を持つ、実践的・創造的・指導的技術者を育成するとと

もに、次の時代を拓くトップレベルの先端的な研究を行うことを基本理念とし

ている。 

本学の顕著な特色は、工学・技術科学に興味・関心を持つ高等学校卒業生を学

部１年次（入学定員 80 名）に受け入れるとともに、学部３年次に、大きな編入

学定員（編入学定員 360 名）枠を設け、技術教育を学んできた高等専門学校卒業

生を受け入れ、技術科学の教育を実施している点にある。 

高等専門学校卒業生を数多く受け入れる新構想により設立された本学は、高

等専門学校との様々な分野での連携をミッションとしている。 

第４期中期目標期間においては、技術科学の基礎・専門を繰り返して、らせん

のように積み上げる「らせん型教育」、社会での実践教育である「実務訓練」、

「学部・大学院一貫教育」等の本学の特徴ある教育を充実・強化し、実践的・創

造的・指導的な技術者を育成する。  

国際化の観点から、海外拠点の戦略的活用、国際通用性のあるプログラムの実

施、優れた外国人留学生の受け入れ、日本人学生の海外派遣を発展展開し、グロ

ーバルキャンパスの実現を図る。  

また、開学以来、企業等との共同研究等を通じ、産学連携拠点の形成を絶対的

使命の一つとしており、本学の強みである実践的な研究力をさらに強化し、産

業・社会にイノベーションをもたらす最先端研究を強力に推進する。 

さらには、地域との共創を積極的に推進し、本学の立地する地域は元より、高

等専門学校との連携をさらに強化することにより、各高等専門学校の立地する

地域の課題を解決して地域の持続的発展をアカデミアとして先導する。 

 

(3) 大学の機構図 

次頁以降に添付 
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥

特 別 顧 問

教 職 員連 絡 会 教員（研究）組織
教育組織

工学部（５課程）／工学研究科（５専攻）

2021年度　国立大学法人豊橋技術科学大学運営組織図

学長選考会議

経営協議会 役 員 会 教育研究評議会 教 授 会

監　事

学　　長

アドバイザー会議

人事委員会

監査室 代 議 員 会
※部会２

戦略企画会議
○教育研究等プログラム関係

　□スーパーグローバル大学創成事業推進本部
　□推進教育プログラム統括本部
　　・リーディングプログラム推進室
　　・世界展開力推進室
　　・高専専攻科との連携教育プログラム推進室
　　・MOT教育プログラム推進室
　　・アントレプレナーシップ教育推進室
　□OPERA推進室
　□大学・高専連携型グローバルAIフェローシップ
　　TUT-DCフェローシップ推進本部

経営改革促進事業推進室
※部会１

特別補佐 特別補佐 事務局長理事・副学長 理事・副学長 理事副学長 副学長 特別補佐 副学長 特別補佐 副学長 特別補佐

研究・国際・SDGs・
内部統制担当

研究力強化担当 国際連携担当 目標評価・ＩＲ
担当

ダイバーシティ
推進担当

MOT・アントレプレ
ナー教育担当

特別補佐 副学長 特別補佐

基金・卒業生
連携担当 社会連携担当 経営戦略担当 事務総括

～～ ～～

教学・入試・
環境安全担当

教育担当 入試制度担当 学生支援担当 高専連携担当 ＩＴ・ＡＩ担当

技術科学イノベーション研究機構
～～ ～～ Ａ

○ 先端（融合）研究部門
技
術
科
学
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
研
究
機
構

グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
本
部

事
務
局

広
報
戦
略
本
部

研究推進アドミニ
ストレーションセンター 目

標
・
評
価
本
部

Ｉ
　
Ｒ
　
本
　
部

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
本
部

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
戦
略
本
部

安
全
衛
生
管
理
推
進
本
部

○ 先端共同研究ラボラトリー

基
金
室

卒
業
生
連
携
室

事
務
改
革
推
進
本
部

・TUT - ISYS(Institute for System Dynamics, University of
  Stuttgart) 先端ｼｽﾃﾑ工学国際共同研究ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ

創発型システム研究部門（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協働研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

情
報
戦
略
本
部

教
育
戦
略
本
部

入
試
戦
略
本
部

学
生
支
援
統
括
本
部

高
専
連
携
推
進
セ
ン
タ
ー

社
会
連
携
推
進
セ
ン
タ
ー

社会システム研究部門（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ協働研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

○エレクトロニクス先端融合研究所

・ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー

・未来ビークルシティリサーチセンター

研
究
戦
略
室

産
学
官
連
携
推
進
室

産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

技
術
科
学
支
援
室

O
P
E
R
A
支
援
室

○

○

・安全安心地域共創リサーチセンター

①
～
⑥

①
～
②

共同利用教育研究施設等

③ ④
～
⑥

○イノベーション施設

○研究推進アドミニストレーションセンター

・先端農業・バイオリサーチセンター
Ｈ

・人間・ロボット共生リサーチセンター 

労
務
委
員
会

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
委
員
会

個
人
情
報
管
理
委
員
会

営
利
企
業
役
員
等
兼
業
審
査
会

研
究
公
正
委
員
会

競
争
的
資
金
等
運
営
・
管
理
推
進
会
議

ＵＲＡオフィス

※部会１ ※部会２

戦略企画会議 人事委員会

情
報
基
盤
委
員
会

学
生
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

健
康
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

Ｉ
Ｔ
活
用
教
育
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

基
金
運
営
委
員
会

教
務
委
員
会

テ
ニ
ュ
ア
ト
ラ
ッ
ク
制
度
運
営
部
会

人
を
対
象
と
す
る
研
究
倫
理
審
査
委
員
会

技
術
科
学
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
研
究
機
構
委
員
会

グ
ロ
ー
バ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
推
進
委
員
会

大
学
点
検
・
評
価
委
員
会

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
室

安
全
衛
生
委
員
会

安
全
保
障
研
究
に
関
す
る
専
門
部
会

教育運用部／研究支援部／ネットワーク部

Ｃ ・グローバルネットワーク推進センター

実
務
訓
練
委
員
会

入
学
試
験
委
員
会

学
生
生
活
委
員
会

優
秀
学
生
支
援
制
度
委
員
会

日
本
学
生
支
援
機
構
奨
学
金
返
還
免
除
候
補
者
選
考
委
員
会

Ｂ

Ｇ

○ 附属図書館

Ｄ ・ＩＴ活用教育センター

Ｅ ・教育研究基盤センター

・情報メディア基盤センター

・学生支援センター

分析支援部門／工作支援部門

実験実習工場

放射線実験棟

Ｆ ・健康支援センター

Ｄ

ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ
教
育
推
進
室

M
O
T
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
推
進
室

教
育
研
究
基
盤
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

 機械工学課程／専攻
 電気・電子情報工学課程／専攻
 情報・知能工学課程／専攻
 応用化学・生命工学課程／専攻
 建築・都市ｼｽﾃﾑ学課程／専攻

 機械工学系
 電気・電子情報工学系
 情報・知能工学系
 応用化学・生命工学系
 建築・都市ｼｽﾃﾑ学系
 総合教育院

 技術支援室
Ｈ

高
度
専
門
職
専
門
部
会

一
般
職
員
専
門
部
会

Ｅ Ａ Ｃ Ｂ Ｇ Ｆ
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・教育研究基盤センター

分析支援部門／工作支援部門

　

・情報メディア基盤センター

教員（研究）組織 教育組織
工学部(５課程)/工学研究科(５専攻)

経営協議会 役　員　会 教育研究評議会 教 授 会

人事委員会

2025年度　国立大学法人豊橋技術科学大学運営組織図
学長選考・監察会議

監　事

学　　長

アドバイザー会議 2025.4.1時点
特別顧問・参与・半導体戦略統括

教職員連絡会

監査室 代 議 員 会

戦略企画会議

高専機構・技大協議会

※部会１

足立副学長 柴田副学長 戸髙学長特別補佐 Lim学長特別補佐山口理事・事務局長 神保理事・副学長 滝川特命理事・副学長 井上理事・副学長 中内特命理事・副学長 後藤特任理事松本学長特別補佐 中澤学長特別補佐 石毛学長特別補佐 栗山副学長

高
専
連
携
地
方
創
生
機
構

技
術
科
学
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
研
究
機
構

情
報
戦
略
本
部

グ
ロ
ー
バ
ル
戦
略
本
部

～

教育、入試担当 特命・教育組織
改革担当 教学、目標評価担当 学生支援担当 実務訓練、

キャリアパス担当 ＤＸ、国際担当総括、高専連携担当 研究担当 文理融合教育
研究推進担当

施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
戦
略
本
部

危
機
・
安
全
衛
生
管
理
本
部

社
会
連
携
推
進
セ
ン
タ
ー

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
セ
ン
タ
ー

研究推進アドミニ
ストレーションセンター 学

生
支
援
統
括
セ
ン
タ
ー

マレーシア海外
拠点担当

女性技術者活躍推進
担当

～～

財務、施設
マネジメント担当

安全、危機管理
担当

社会連携、
地域共創担当

～

事
務
局

広
報
戦
略
本
部

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
推
進
本
部

入
試
戦
略
本
部

教
育
戦
略
本
部

経
営
戦
略
Ｉ
Ｒ
本
部

目
標
・
評
価
本
部

基
金
室

卒
業
生
連
携
室

Ｇ Ｅ

Ａ

マ
レ
ー
シ
ア
海
外
拠
点
推
進
室

研
究
戦
略
室

産
学
官
連
携
推
進
室

産
学
官
連
携
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

技
術
科
学
支
援
室

③ ④ ⑤ ⑥ 共同利用教育研究施設等

ＵＲＡオフィス

※部会１

戦略企画会議 ① ②

①
・
④

③ ⑤
・
⑥

②
Ｂ

Ｃ
Ｂ

・グローバルネットワーク推進センター

実験実習工場

放射線実験棟

Ｄ

情
報
基
盤
委
員
会

Ｈ
○附属図書館

 技術支援室
Ｇ

技術支援企画・調整会議

教育運用部／研究支援部／ネットワーク部

Ｅ
・健康支援センター

Ｆ
・ＩＴ活用教育センター

Ｇ
・産学共創キャリア教育センター
　　実務訓練推進部門／キャリア教育推進部門

安
全
衛
生
委
員
会

個
人
情
報
管
理
委
員
会

廃
棄
物
対
策
専
門
部
会

環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
専
門
部
会

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
対
策
委
員
会

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
部
会

労
務
委
員
会

監
事
候
補
者
選
考
委
員
会

高
圧
ガ
ス
専
門
部
会

動
物
実
験
専
門
委
員
会

遺
伝
子
組
換
え
生
物
等
専
門
委
員
会

競
争
的
研
究
費
等
運
営
・
管
理
推
進
会
議

研
究
公
正
委
員
会

営
利
企
業
役
員
等
兼
業
審
査
会

大
学
点
検
・
評
価
委
員
会

戦
略
研
究
部
門
専
門
部
会

技
術
科
学
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
研
究
機
構
委
員
会

研
究
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
委
員
会

教
育
研
究
基
盤
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

人
を
対
象
と
す
る
研
究
倫
理
審
査
委
員
会

日
本
学
生
支
援
機
構
奨
学
金
返
還
免
除
候
補
者
選
考
委
員
会

入
学
試
験
委
員
会

博
士
後
期
課
程
委
員
会

実
務
訓
練
委
員
会

教
務
委
員
会

学
生
生
活
委
員
会

ＧＡＣ ＨＤＦ

設
備
共
用
推
進
部
会

大
学
院
博
士
前
期
課
程
進
学
率
改
善
検
討
部
会

安
全
保
障
研
究
に
関
す
る
専
門
部
会

基
金
運
営
委
員
会

開
学
5
0
周
年
記
念
事
業
委
員
会

大
学
発
ベ
ン
チ
ャ
ー
認
定
委
員
会

Ｉ
Ｔ
活
用
教
育
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

産
学
共
創
キ
ャ
リ
ア
教
育
セ
ン
タ
ー
運
営
委
員
会

・先端農業・バイオリサーチセンター

・安全安心地域共創リサーチセンター

○研究推進アドミニストレーションセンター

○教育・国際関係部会等
　□教育戦略本部
　　・教育企画・評価部会
　　・再編カリキュラム検討部会
　　・マイクロクレデンシャル推進部会
　□教育戦略本部・グローバル戦略本部
　　・グローバル教育推進部会
　□教務委員会
　　・シュトゥットガルド大学DDP運営専門部会
　　・東フィンランド大学DDP運営専門部会
　　・バンドン工科大学DDP運営専門部会
　　・ハサヌディン大学TP運営専門部会
　　・マレーシア科学大学TP運営専門部会
　　・リーディングプログラム運営専門部会
　　・数理・データサイエンス教育専門部会
　　・アントレプレナーシップ教育専門部会
　　・リベラルアーツ・共通教育専門部会
　　・高専専攻科との連携教育プログラム推進部会
　　・IMLEXプログラム運営推進部会
　　・SGU・GAC運営専門部会
 
　□TUT-DC推進本部

　・イノベーション施設

 機械工学課程／専攻
 電気・電子情報工学課程／専攻
 情報・知能工学課程／専攻
 応用化学・生命工学課程／専攻
 建築・都市システム学課程／専攻

 機械工学系
 電気・電子情報工学系
 情報・知能工学系
 応用化学・生命工学系
 建築・都市システム学系
 総合教育院

技術科学イノベーション研究機構

○次世代半導体・センサ科学研究所

　・先端共同研究ラボラトリー
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本学は、理論が未確定な局面においても、実験と分析を繰り返して新たな価値

を創造できる「技術科学の素養を体得」し、正解のない時代においても「失敗を
恐れず、未来に向かって挑戦し、世界に羽ばたく」人材を育成する。産学連携、
社会と連携した教育など、大学教育に新機軸を導入してきた実績を基に大胆な
挑戦を続け、地域や高専と共に歩み、次代を切り拓く研究成果の創出と社会実装
を推進し、人類社会の持続的発展に貢献することを目的としている。 
 このような本学における、第４期中期目標期間の４年目終了時時点に係る状
況については次のとおりである。 
＜教育＞ 
・ らせん型教育の中核となる実務訓練を全学的な産学共創教育として一層

強化するため「産学共創キャリア教育センター」を設置し、学部から博士後
期課程まで一気通貫の産学共創キャリア教育体制を整備した。 

・ さらなる分野融合、複合領域への対応力を強化すること目指し、５課程・
５専攻の教育組織を１課程・１専攻に再編することを決定し、基礎と専門を
繰り返す「積み上げ型（らせん型）教育」を発展させ、学生一人ひとりの将
来像やキャリアパスから逆算して必要な学びを選択できる仕組みを整え
た。 

・ 学部・大学院全ての学生を対象に英日バイリンガル授業を実施している。
英語教科書を用い、日本語主体の説明と英日併用の板書を組み合わせ、質疑
応答・レポート・試験は英日いずれでも対応可能とする柔軟な対応が特徴で
あり、実施する授業数を第３期から着実に増やしている。 

・ 令和６年度「全国学生調査」（文部科学省）におけるポジティブリストの
学習成果や満足度等を問う設問において、計９つの設問で本学が１位（国立
大学工学系学部中）を獲得しており、学生から非常に高い満足度を得てい
る。 

＜研究＞ 
・ 第４期においても高い研究力を誇り、民間企業との共同研究に伴う研究

者１人当たりの研究費受入額が高水準を維持している。 
・ 技術科学イノベーション研究機構において、マッチングファンドにより、

地域・企業等と協働する社会実装研究「イノベーション協働研究プロジェク
ト」を推進しており、令和４～７年度は 27 プロジェクトを支援した。 

・ 次世代半導体・センサ科学研究所（IRES²）は、半導体集積回路（LSI）製
作の設計－プロセス－実装－評価までの全工程を一貫して行うことができ
る全国的に稀有な研究施設「LSI 工場」を有し、研究開発のほか、開学以来
40 年以上に渡って社会人向け半導体人材育成講習を実施している。 

・ 令和７年度には新たに「半導体人材育成拠点形成事業（enSET）」及び「半
導体基盤プラットフォーム（ARIM-SETI）」（ともに文部科学省）の採択を
受け、高度かつ幅広い人材育成と研究開発環境(半導体設備群)のさらなる
開放を推進している。 

＜学生への支援＞ 
・ 各種プログラム等を活用した多面的な経済支援・研究費支援・キャリア教 

 

 
 
 

育を行った。特に博士前期課程入学直後の学生に対し博士後期課程進学のキ
ャリア教育を実施し、令和７年度は博士後期課程への進学者数が倍増するな
どの効果が見られ、博士後期課程学生にはワークショップや面談、世界で活
躍する研究者等によるセミナーを開催し、多様なロールモデルとの交流機会
を提供した。 

＜地域との連携＞ 
・ 地域の課題解決等のため、社会連携推進センター、先端農業・バイオリサ

ーチセンター等が連携し、リカレント教育等の各種人材育成事業を行い、毎
年度修了生を輩出している。また、農業工学系プログラム修了生によるネッ
トワークコミュニティとの対話がきっかけとなり、高齢化による農業人口
減少等の課題解決や次世代の農業技術創出を目的として、新たな資金を獲
得し、人間中心アグリテック共創センターを立ち上げ、次なる課題解決へ向
け取り組んでいる。 

＜国際＞ 
・ 各種派遣・受入れプログラムを実施し、学生から高い満足度を得ている。 
・ マレーシア海外拠点（ペナン）を軸に推進する「グローバルエンジニアキ

ャリアパス」プログラムを構築し、実施している。このプログラムは、異文
化適応力と国際課題解決力を備えたグローバルエンジニアを育成すること
を目指し、国内でのグローバルマインド形成（Level１）から、短期海外研
修（Level２・３）、海外実務訓練（Level４）、大学院での国際共同研究や
ダブルディグリープログラム等（Level５）へと段階的に成長を促す、入門
から上級まで５段階で学生の国際化を体系的に支援するプログラムとして
体系づけている。 

＜高専との連携＞ 
 ・ 本学と高専間の連携を担い地方創生を達成する「高専連携地方創生機構」

を設置した。毎年度継続的に高専４～５年生、専攻科１年生を対象として、
各々体験学習、研究員インターンシップとして本学に２週間程度受け入れ
ている。 

・ 高専を卒業しただけでは学位が授与されないことを考慮し、「先端融合テ
クノロジー連携教育プログラム」を開講している。これは学生が本学と高専
専攻科の双方に在籍し、１年目は専攻科で、２年目は大学で履修する高専卒
業後２年間のプログラムであり、高専教員と本学教員が協働で学生を指導
することで、専攻科の修了証と本学の学士の学位を授与するものであり、第
４期も継続的に育成した。（対象高専：沼津、長野、岐阜、鈴鹿、奈良、富
山の６校） 

・ 高専教員養成のための「技術科学教員プログラム」を、博士後期課程の全
専攻を対象に、高専等と連携しながら継続的に実施しており、令和８年度か
らは本プログラムを学部３年次から参加できるよう対象範囲を拡大し、学
部から博士後期課程を対象とした一貫した連携教育プログラム「高専教員
養成プログラム」として高度化している。 

・ ３つの高専に本学サテライトを設置し、地域での包括協定の締結や企業
等との共同研究の実施により、当該高専が立地する地域での技術者教育に
係る取組を強化している。

○ 全体的な状況  
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する事項① 

 
中
期
目
標 

 
（９）内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕組みの構築、学内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画
の推進等により、学長のリーダーシップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築する。㉑ 

 

中期計画 中期計画の実施状況等 

９－１ ガバナンス・コードの適合性を絶えずチェック・更新

し、コードに沿った 厳格な運営を行う。 
 
○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9-1-1 ガバナンス・コードの適合状況（本法人が適合すべ

き原則に対して適合率100％（毎年度）） 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ ガバナンス・コードの適合状況については、毎年 10 月１日を基準日として、第１四半期

から全ての原則及び補充原則を対象とした自己点検に着手している。点検結果は第２四半

期中に経営協議会委員及び監事に提示して多角的な精査・意見を求め、それらに対する対

応方針を検討・反映した上で、適合状況等に関する報告書案等を作成している。その後、同

委員や監事による最終確認、役員会の審議を経て学長が決定し、10 月末までに公式ウェブ

サイトにて公表する一連の厳格なチェック体制を構築し、運用している。 

・ なお、引き続き精査を要する原則については、内部監査において課題を整理した上で担

当部局へフィードバックし、必要な対応を行っている。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 上記と同様。 
 
【評価指標の達成状況】 
１）定量的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

9-1-1 
- R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 毎年度 

- 100 100 100 100 (100) (100) 100 

 

２）定性的な評価指標 無し 
 

 

 

 

 

 

○ 各中期目標の達成状況 
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９－２ 経営協議会の他、学長の諮問機関であるアドバイザー

会議等により、外部の知見を法人経営に生かす仕組みを継続す

る。  

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9-2-1 外部の知見を法人経営に生かす仕組みの強化及び意

見等の法人経営への反映（令和５年度までに、外部から 

のアドバイス・提言の知見を法人経営に生かすための強

化策の検討・実施。以降、毎年度、検証・実施。） 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 令和７年度までに行った経営協議会の体制に関する精査と改善を検証するとともに、ア

ドバイザー会議においては、外部委員からの意見及び助言を効率的かつ効果的に聴取する

ために最適な構成を検討の上、毎年度開催し、法人経営に活かせるように体制を整備する。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 無し 

 

２）定性的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 進捗等 

9-2-1 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 経営協議会については、他大学の体制も参考に構成員数を増員することと

し、現行委員の選考時の観点及びダイバーシティの観点を考慮し、令和６年度

から新たな学外委員として、産業界や金融に深い知見を有する女性１名を構

成員に加えた。また、学内委員数も学外委員の増員に合わせて見直すととも

に、経営協議会規則の委員構成に係る規定を改正した。令和７年度には、ガバ

ナンス体制の強化のため、大学運営に関する知見に富む元国立大学長１名を

構成員に加えた。これにより、多様な専門性を持つ高度人材の重層的な配置を

実現し、多角的な視点から法人経営を確認・助言する体制を強化した。 

・ 経営協議会及びアドバイザー会議については、対面とオンラインのハイブリ

ッド運営を確立し、外部委員の参画機会を拡大した。 

・ アドバイザー会議については、実施ごとに役員会において実施方法・構成員

等の検証を行い、令和６年度から、より効果的に外部の意見を聴取できるよう

構成員等の最適化を進め、令和８年度開催のための準備を進めた。 

・ 学外の高度な知見を法人経営により直接的に生かすため、アドバイザー会議

委員等経験者に学内ポスト（特任理事、参与等）を付与し学内主要会議へ参画

する仕組みを構築し、継続して配置することでガバナンス体制強化を図った。 

・ 令和６年度の学長逝去を受け、適切かつ速やかに執行部体制を再構築し、学

生を含め学内に混乱を招くことなく学長の法人経営に係る戦略を継続する体

制を整えた。 

・ 令和６年４月から、女性技術者活躍推進のために、女子学生・女性研究者に

関する識者であり高専校長経験者でもある女性の特任理事を外部より新たに

置き、多様かつ高度な外部の知見を法人経営に活かす仕組みの強化を行った。 
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・ 令和６年９月からは国立大学法人法の改正に対応し、新たな監事を女性２名

として、うち１名を常勤とした。これにより、監事による監査機能の独立性と

専門性を高め、内部統制の実効性を組織的に確保した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 令和７年度までに行った外部の知見を活かす仕組みを強化した体制に関す

る検証と改善を継続し、更なるガバナンス体制の強靱化を行う。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する事項② 

 
中
期
目
標 

 
（10）大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を最大限活用するとともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整
備・共用を進め、地域・社会・世界に一層貢献していくための機能強化を図る。㉒ 

 
 

中期計画 中期計画の実施状況等 

10－１ 施設マネジメント基本方針、キャンパスマスタープラ

ン等に沿って施設整備並びに施設の有効活用及びスペース

の効率的運用を進め、学内外での共用を戦略的に推進す

る。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-1-1 施設マネジメント基本方針、マスタープラン等に 

よる施設整備・施設の有効活用等の仕組みの強化（「施

設マネジメント基本方針」、「キャンパスマスタープラ 

ン」、「インフラ長寿命化計画」を踏まえ、令和５年度

までに、担当理事のもと、全学的な組織である施設マネ

ジメント戦略本部、戦略企画会議等において、スペース

の整備・再配分や課金制度の在り方等を見直し、実行状

況を毎年度、検証していく仕組みを構築。） 

 

10-1-2 学内外での施設の共同利用の仕組みの強化（令和

５年度までに、キャンパス全体について、全学的なマネ

ジメントの観点での有効活用（新たなスペースの確

保）、収益の確保等に向けて目標等を見直し、検証する

仕組みの整備。以降、毎年度、実行状況を検証。） 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 本学が目指すイノベーション・コモンズの実現に向け、次世代半導体分野の教育研究拠

点を整備したことで、産学官連携の拡充や人材育成受講料・共同研究費の増加に繋がり、外

部資金獲得と教育研究機能の強化を実現した。 

・ 学長のリーダーシップの下、各系等に配分していた面積の一部（318.5 ㎡）を供出させ、

共用スペースとして再活用することで、共有スペース全体の 6.6％を増加させた。（令和５

年度末と６年度末を比較） 

・ 新たなスペース確保の観点から共用スペースへの転換を積極的に推進し、第３期末であ

る令和３年度末（4,873 ㎡）と比較して、令和７年度末時点（6,124 ㎡）では約 126％と大

幅な拡充を実現しており、全学的な施設マネジメントのもとでスペースの有効活用を大き

く推進した。 

・ ネーミングライツ事業を導入し、新たな財源の確保とともに外部との連携強化を図るな

ど、施設の有効活用及び安定的な財政基盤の強化に寄与した（令和７年度契約実績：１件、

契約金額 55 万円/年）。 

・ その他、評価指標の達成状況参照。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 無し 

 

２）定性的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅲ 【６年目終了時】（ⅲ）  

No. 進捗等 

10-1-1 
＜令和４～７年度の実績＞ 

・ キャンパスマスタープラン 2022 及びインフラ長寿命化計画に基づき、安
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全で良好な教育研究環境を維持するため、優先順位や費用対効果を勘案しな

がら、実験室等の全面改修・長寿命化改修・空調改修・防水改修・トイレ改

修を実施した。空調改修については、令和７年度末時点で、改善率(設置後

20 年経過している機器の更新率)は、49％まで上昇した。 

・ 目的積立金を活用し、令和５年度及び６年度に構内道路の整備を行うとと

もに、年度計画的に学生宿舎の改修事業を実施した。 

・ 本学が目指すイノベーション・コモンズ実現のため、次世代半導体集積回

路技術教育研究共創拠点棟（新 LSI 工場）及び集積化センサプロセス開発オ

ープンラボ棟の新営事業を令和５年度から実施し、令和６年度に完成させ

た。これにより、人材育成受講料や共同研究費増に繋がるほか、産学官連携

を大幅に拡充できるようになった。 

・ 学長のリーダーシップの下、各系等が占有していた面積（318.5 ㎡）を大

学に供出させ、共用スペースを 6.6％増加させた。（令和５年度末と６年度

末を比較） 

・ 新たなスペース確保の観点から共用スペースへの転換を積極的に推進し、

第３期末である令和３年度末（4,873 ㎡）と比較して、令和７年度末時点

（6,124 ㎡）では約 126％と大幅な拡充を実現しており、全学的な施設マネ

ジメントのもとでスペースの有効活用を大きく推進した。 

・ 建物維持の管理状況を各系等に説明し、改修基準のすり合わせを行い、新

たな課金制度（案）を検討している。 

・ 利用頻度の低かったアウトリーチ活動棟 202 室や D-202 室について用途変

更を行い、学生・教職員が利用できる「全学共通スペース」として運用を開

始した。 

・ 「50 周年に向けたイノベーション・コモンズ整備計画」として、キャンパ

スの中庭（センターコート）整備についてコンペを開催し、本学学生も参画

しながら議論・検討を行った。 

・ 各系等からの面積供出や用途変更による共用スペースの拡充、イノベーシ

ョン施設の一元管理の導入による全学的マネジメント体制の強化、建物維持

管理コストの見える化や改修基準のすり合わせを通じた課金制度の検討、並

びにインフラ長寿命化計画（個別施設計画）の見直しによる改修時期・必要

経費の再整理等を実施し、これらの取り組みにより施設の整備・運用状況を

定量的に把握することで、施設マネジメント戦略本部等において毎年度検証

を行うための基盤を整備した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 引き続き、キャンパスマスタープラン 2022 及びインフラ長寿命化計画に

基づき、安全で良好な教育研究環境を維持するため、優先順位や費用対効果

を勘案しながら、実験室等の全面改修・長寿命化改修・空調改修・防水改修・
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トイレ改修を実施する。 

・ 目的積立金を活用し、学生宿舎の改修事業を実施する。 

・ 本学が目指すイノベーション・コモンズ実現のために整備した新棟２棟を

活用し、人材育成受講料や共同研究費増を図る。（前年度比 25％増） 

・ 50 周年記念事業として、中庭のイノベーション・コモンズや A-B 棟間、

福利施設１階の整備を実施する。 
 

 
 
・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅲ 【６年目終了時】（ⅲ）  

No. 進捗等 

10-1-2 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 学内外での施設共同利用の新たな仕組みとして、これまで大学本部とは別に

関係部局が管理していたイノベーション施設（648 ㎡、共用スペースの 13.5%

相当）について、全学的施設マネジメントの観点から、一元管理することとし

た。これにより、学内用・学外用スペースを柔軟に融通できる体制を構築し、

施設の効率的な運用が可能となった。令和７年度には、121 ㎡を共用スペース

へ転換し、JST 創発的研究支援事業の推進に寄与した。 

・ 新たなスペース確保の観点から共用スペースへの転換を積極的に推進し、第

３期末である令和３年度末（4,873 ㎡）と比較して、令和７年度末時点（6,124

㎡）では約 126％と大幅な拡充を実現しており、全学的な施設マネジメントの

もとでスペースの有効活用を大きく推進した。 

・ ネーミングライツ事業の運用（公募）を開始した（令和７年度契約実績：１

件、契約金額 55 万円/年）。これにより、新たな財源確保や安定した財政基盤

を確立するとともに、本学の教育研究環境の充実及び教育研究活動の活性化

に寄与している。 

・ インキュベーション棟内に動物実験優先の共用スペースを設け、これまで点

在していた動物実験室の集約化により、施設運用・整備の効率化を図った。 

・ シェアサイクル（構内２箇所）及びカーシェア（軽自動車１台）を試行的に

導入し、学生や教職員、地域住民の利便性向上や、環境負荷の低減に寄与した。 

・ 「開学 50 周年に向けたイノベーション・コモンズ整備計画」として、キャ

ンパスの中庭（センターコート）整備についてコンペを開催し、本学学生も参

画しながら議論・検討を行った。 

・ 学内外での施設の有効活用及び新たなスペースの確保に向け、共用スペース

への転換やイノベーション施設の一元管理を推進するとともに、収益確保に

向けた取組を実施した。これらを踏まえ、目標や運用の見直しを段階的に進

め、施設マネジメント戦略本部等において実行状況を継続的に把握・検証する

体制を整備した。 
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10－２ 教育研究設備マスタープランに沿って整備を進め、学

内外での共用を戦略的に推進する。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

10-2-1 マスタープランによる設備整備の体制及び仕組
みの強化（令和５年度までに、寄附金、基金など多様
な財源活用や、DXによる他機関との設備の共有化、遠
隔利用、リノベーションなどの新たな観点を踏まえた
マスタープラン検討体制及びマスタープランの実行状
況を検証する仕組みの構築。以降、毎年度実行状況を
検証。） 

 

10-2-2 学内外での設備の共同利用の仕組みの強化（令
和５年度までに、学内外での設備の共同利用の仕組み
の再構築。令和９年度末までに、機器の遠隔化・半遠
隔化の検討・実施。） 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 学内外での施設共同利用を一元管理とし、スペースの利用率を４％上昇させ

る。 

・ キャンパスマスタープランの一部を見直し、産学連携を加速させるために産

学連携ゾーンを設定する。 

・ 学内外の共同利用の仕組みを強化するため、充電ポートを整備する。 

・ 開学 50 周年記念事業として、中庭のイノベーション・コモンズや講義棟Ａ

－Ｂ間、福利施設１階の整備を実施する。 
 

 
 
≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 設備共用推進部会の下で整理された教育研究設備マスタープランに沿って概算要求等に

よる設備整備を進め、補正予算を含め令和４年度には１件、令和６年度には２件が設備整

備予算に採択され、具体的な成果に繫がっている。令和７年度においては、「経営改革促進

事業」（文部科学省）の補助金を活用し、教職員へのアンケートで導入／利用希望の多かっ

た共同機器の導入を実現した。 

・ ｢先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）｣（代表機関：長岡

技術科学大学）事業により、技科大－高専の連携による研究機器のコアファシリティ化を

進めた。また、共同利用機器の遠隔化・半遠隔化を進め、分析機器及び加工機器の計５台

（令和７年度末時点）の遠隔化・半遠隔化を実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 無し 

 

 

２）定性的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 進捗等 

10-2-1 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 令和４年３月に文部科学省で策定された「研究設備・機器の共用推進に向け

たガイドライン」を踏まえ、令和４年度に、教育研究用設備の整備・充実を図

る基本方針として、従来版から大幅に見直した「教育研究設備マスタープラ

ン」を策定するとともに、大学全体の研究設備・機器の戦略的マネジメントを

担う「設備共用推進部会」を立ち上げ、毎年度見直しを行った。また、令和５
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年６月に文部科学省においてまとめられた、「中規模研究設備の整備等に関す

る論点整理」を踏まえて、中規模研究設備の位置付けや整備計画についても反

映しており、令和４年度１件、令和６年度２件の予算獲得に繫がっている。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 引き続き、「設備共用推進部会」において、教育研究設備マスタープランの

検証を行い、教職員の希望や機器の利用状況に合わせて毎年度見直し、策定し

た設備マスタープランに沿って共用設備の整備を進めていく。 
 
 
・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 進捗等 

10-2-2 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 学内外での設備の共同利用の仕組み再構築については、令和５年度に、「地

域中核大学イノベーション創出環境強化事業」（内閣府）、「経営改革促進事

業」（文部科学省）なども活用し、企業等にニーズ調査した上で、可搬型の小

規模設備も購入するなど設備の整備に合わせ、貸出に係る規程整備、制度設計

を行い、共同利用の仕組みを再構築し、充実させた。 

・ 商工会議所等でのアナウンスにより積極的な広報を行った。また、学内イベ

ントや近隣で開催された展示会に出展して共同利用機器の紹介を行い、新規

利用者の獲得を推進した。なお、利用については豊橋市内のものづくり支援施

設で活動実績のある技術コーディネーターから定期的にアドバイスを受け、

初めてでも利用しやすいよう利用者に配慮して実施した。 

・ 機器の遠隔化・半遠隔化については、｢先端研究基盤共用促進事業（コアフ

ァシリティ構築支援プログラム）｣（代表機関：長岡技術科学大学）により、

分析機器及び加工機器の遠隔化・半遠隔化を実施した。（令和７年度実績：計

５台） 

・ 令和７年度には、「マテリアル先端リサーチインフラ（ARIM）事業」（文部

科学省）に採択され、本事業の一環として実施される半導体基盤プラットフォ

ーム（ARIM-SETI）において、次世代半導体・センサ科学研究所（IRES²）はコ

ア機関(回路試作機関)として中心的役割を担うこととなった。これに伴い、

IRES²の半導体集積回路(LSI)を設計から、プロセス、実装、評価まで一気通貫

に作製できる研究開発設備群（59 台）を ARIM 共用設備として登録し、国家的

な研究基盤として貢献するとともに学内外の共同利用を加速させる仕組みを

構築した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 学内外での設備の共同利用について、学外への共同利用機器の情報を発信す

る等、新規利用者の獲得を目指し、共用を戦略的に推進する。また、「設備共
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用推進部会」において利用状況に応じた適切な料金体系の見直し及び利用者

数増のための検討等を行い、受益者負担による設備の維持・更新の自律的サイ

クルを確立し、大学経営の安定と研究力の持続的向上を両立させる。 

・ 令和７年度に構築した ARIM 制度による設備共用について、学内外の共同利

用を加速させ、半導体集積回路の研究開発の加速、社会実装の進展等に貢献す

る。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する事項 

 

中
期
目
標 

 
（11）公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切なリスク管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な
活用、研究成果の活用促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、
その機能を最大限発揮するため、学内の資源配分の最適化を進める。㉓ 

 
 

中期計画 中期計画の実施状況等 

11－１ 安定的な財政基盤を確立するため、中長期の財務の基

本方針を策定し、公的資金のほか、産業界等からの外部資

金、寄付金等を含めた財務計画、資産運用計画を策定し、

財源の多元化の促進、安定的な財政基盤をマネジメントす

る。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11-1-1 外部資金比率について15.4％とする（令和９年度

末：第４期中期目標期間の平均） 

 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 社会情勢や本学の財務状況を随時確認し、財務基本方針、財務計画、資産運用計画といっ

た財務に関する基本方針を策定し、必要に応じて見直しを行うこととしており、令和４年度

から７年度各年度の１月に開催された経営協議会において、予算編成方針を含む財務基本方

針等の改訂を実施している。 

・ 特に令和６年度に行った財務基本方針の見直しでは、新設された引当特定資産制度を活用

し、大学施設等の改修のための予算を計画的に積み立てする方針を盛り込み実行することで、

施設等の老朽化に対応するための財源準備を進めており、その結果、令和７年度では整備計

画に沿った相当規模な施設改修の実現につながっている。 

・ 教員の研究状況に応じた適切な応募支援等の取組として、公的な競争的資金、財団等の研

究費情報、応募スケジュール、採択状況、助成内容等を一覧表にまとめ、学内に展開すると

ともに、外部資金獲得に向けた支援施策を実施している。具体の外部資金獲得支援の施策の

一例として、組織対組織を基本とした「共同研究講座」の設置・推進や、イノベーション協

働研究プロジェクトにおいて、民間企業から提供される研究資金に対応した資金を大学が拠

出するマッチングファンド形式の共同研究を積極的に推進しており、令和４～７年度は 27 

プロジェクトを支援した。財源の多元化と産学連携の高度化を同時に実現することで、高い

外部資金比率を維持している。 

・ 金融経済情勢及び金融政策の動向並びに本学の財政状況を踏まえ、毎年度、資金運用計画

を策定している。中長期の運用としては令和４年度と６年度に電力債を購入し、短期の運用

としては安全性及び流動性を十分確保した上で、定期預金で運用収益の最大化を図っている。 

 ・ このほか、新たな財政基盤を確立するため、令和８年度に開学 50 周年を迎える本学の記念

事業実施や教育研究に資する『50 周年記念事業募金』、老木となった桜並木の再生を目的と

する『桜募金』、50 周年の節目となる大学祭の活性化を目的とする『技科大祭募金』等、様々

な募金活動を行った。また、課外活動団体『ロボコン同好会』支援のため、学内経費配分の

ほか、クラウドファンディングの実施や募金活動を行い、支援している。当該団体について

は NHK 学生ロボコン全国大会において初となる３連覇（令和４～６年度）及び通算 10 度目の
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11－２ 学内の各種の戦略部門が担うIR分析の結果等により、

学長裁量経費等を活用し、学内の資源配分の最適化を進め

る。 

 

○評価指標 
 

11-2-1 IR分析の結果等に基づく資源配分の最適化に向け

た取組の強化（学内総予算に占める学長戦略枠予算

13％、教員総定員に占める学長戦略枠定員22％とする。

（令和９年度末：第４期中期目標期間の平均）） 

 

優勝（令和８年度）を飾り、その後開催される国際大会（ABU ロボコン）に係るロボット制作

資金や派遣資金等についても大学を上げて支援している。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 大学運営に必要な財源を安定的に確保するため、引き続き、資金運用において運用益の最

大化を図るとともに、イノベーション協働研究プロジェクトや、令和７年 10 月より開始した

知的貢献費制度といった外部資金獲得促進施策の継続的な実施により外部資金比率の向上を

図る。 
 
【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

11-1-1 

第３期 

平均 
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 

第４期 

平均 

15.4 20.4 20.8 16.9 16.3 (16.3) (16.3) 15.4 

 

２）定性的な評価指標 無し 

 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 本法人のミッションを踏まえたビジョン、目標・戦略を実現し、教育研究の活力を維持し

伸ばすため、第４期中期目標期間以降の人員配置管理は、人件費も含めた財務管理状況を定

期的に確認し、限られた予算の下で計画的かつ戦略的に本法人の実情及び長期的な視点に立

った総合的な人員配置管理計画等を策定するための基本方針の下、中期的な人事計画を策定

し、社会情勢等の変化に機動的に対応し得る体制の構築を図っている。 

・ 学長のリーダーシップの下、IR 分析の結果等に基づき「予算（財務）・人事方針と今後 10

年間の見通し」を策定し、決算等の状況、昨今の物価高騰及び人件費高騰等の社会情勢も踏

まえつつ、大学の事業を持続・発展させるために予算、収支計画及び資金計画を検証してい

る。 

・ IR 分析を基に、チェック・アドバイス等の若手研究者の科研費獲得支援策強化を継続して

実施しており、若手研究者の上位種目採択率増加といった成果へとつながっている。また令

和７年度では、学内資源配分状況を検証し、変更予算時に基礎研究の充実のため、研究費や

教育研究環境整備費の拡充を行った。 

・ 資金運用計画については、令和５年度、６年度、７年度と運用計画を策定するとともに、

中期資金運用計画についても、毎年度の資金運用計画策定に併せて適宜見直しを行うことと

している。 

・ 資源配分を行うための分析に必要な客観的データを収集し、戦略企画会議、教育研究評議
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会、経営協議会にて審議、意見交換を行い、年度当初予算を編成し、資源配分を実施した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 引き続き、学内資源配分状況を検証し、資源配分の最適化を図る。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

11-2-1 

（学内総予算

に占める学長

戦略枠予算） 

第３期 

平均 
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 

第４期 

平均 

13 14.0 13.1 12.5 13.3 (13.3) (13.3) 13 

 

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

11-2-1 

（教員総定員

に占める学長

戦略枠定員） 

第３期 

平均 
R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 

第４期 

平均 

22 23.2 24.8 24.8 24.8 (24.8) (24.8) 22 

 
 
 

２）定性的な評価指標 無し 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について
自ら行う点検及び 評価並びに当該状況に係る情報の提
供に関する事項 

 

中
期
目
標 

 
（12）外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を可視化するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営を
実現する。併せて、経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果と社会発展への貢献等を含めて、ステークホルダ
ーに積極的に情報発信を行うとともに、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得する。㉔ 

 
 

中期計画 中期計画の実施状況等 

12－１ 学長を総括責任者として、大学点検・評価委員会が中

心となって、「自己点検・評価の基本方針」等に基づき、

定期的に自己点検・評価を実施し、その結果を公表する。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12-1-1 自己点検・評価の実施状況、評価結果の公表状

況、自己点検・評価結果の活用（自己点検・評価のサイ

クル：部局は６年に１回、教育組織は３年に１回、中期

目標・中期計画は毎年度。） 

 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 学長を総括責任者として、「自己点検・評価の基本方針」等に基づき、大学点検・評価委

員会が中心となり、定期的に自己点検・評価を実施し、その結果を公表しており、質を担保

するとともに、各部局におけるミッションや中期計画等を順調に進捗させている。（自己点

検・評価の実施状況については、評価指標の達成状況参照。） 

・ ６年に１度実施することを定めている部局の自己点検・評価（組織評価）の一環として、

学長が特に必要と認めた事業に重点的に取り組む機関である機構、センター、本部等の各

部局から毎年度、昨年度の活動実績と当該年度の実施計画を役員に提出させ、役員が評価

するとともに、各部局の長へも共有している。各部局の遂行状況を執行部全体で毎年度把

握することで、学長のリーダーシップによる、迅速かつ的確な意思決定の共有とその質を

担保している。 

・ 法人評価の４年目終了時評価と大学機関別認証評価の受審年度が令和８年度に重複する

ことを受けて、教職員の評価作業に係る負担軽減と評価の質を両立するため、大学点検・評

価委員会において認証評価の受審を令和７年度に前倒すことを決定した。認証評価の受審

については令和６年度中から評価基準の領域毎に３つの専門部会を設置し自己点検を取り

まとめた。評価結果は「基準をすべて満たす」とともに「優れた点」も取り上げられた。  

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 
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【評価指標の達成状況】 
１）定量的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

 

 
２）定性的な評価指標 無し 

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

     

12-1-1 

（部局） 

- R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 ６年ごと 

- 0 0 0 0 (1) (0) １ 

＜補足＞ 

・ 部局による自己点検・評価（組織評価）について、令和８年度に実施予定であり、

評価要項及び様式等を準備している。 

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

12-1-1 

（中期目標・

中期計画） 

- R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 毎年度 

- 1 1 1 1 (1) (1) １ 

＜補足＞ 

・ 教育組織による評価（大学院自己点検・評価）について、令和６年度に各専攻におい

て自己点検・評価を行い、自己点検書を作成し、教育戦略本部が中心となって取りまと

め、大学点検・評価委員会において最終評価を行い、公表した。 

・ 令和６年度に実施し、改善すべき点として挙がった内容について検討した上で、令和

９年度実施に向け準備を整えている。 

No. 基準値 実績 (見込み) 目標値 

12-1-1 

（教育組織） 

- R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 R９年度 ３年ごと 

- 0 0 1 0 (0) (1) １ 

＜補足＞ 

・ 中期目標・中期計画（法人評価）について、毎年度中期計画の進捗状況を点検する本

学独自の自己点検・評価サイクルを確立しており、各部局が自己点検・評価を行い、そ

れに対し目標・評価本部が確認を行い、必要に応じてヒアリングを行うとともに意見

等を部局にフィードバックしている。フィードバックした内容に対して各部局におい

て修正が施され、目標・評価本部がその内容を取りまとめ、大学点検・評価委員会等を

通じて学内に情報共有し、公表した。 

・ 令和８年度以降も、引き続き毎年度中期計画の進捗状況を点検する自己点検・評価サ

イクルを実施する。 
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12－２ 本学の強みや事業展開を分かりやすく整理し、財務デ

ータ・非財務データに基づいた統合報告書等を作成し、ス

テークホルダーに公開するとともに、双方向の対話の提供

機会を増やす。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12-2-1 ステークホルダーに対する積極的な情報発信及び

双方向の対話の機会の強化（令和４年度に、財務情報と

非財務情報を合わせた統合報告書の新規作成。以降、毎

年度作成。令和５年度までに、ステークホルダーとの対

話のための組織等を新設。以降、定期的な会議等の開

催。） 

 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

・ ステークホルダーの意見を取り入れた取組の一つに、「附属図書館の 24 時間開館」がある。

本学附属図書館について、本学の学生、教職員に常に学術情報及び学修環境を提供できるよ

う、安全面にも配慮しつつ、24 時間開館（無人開館を含む）を実施している。令和７年度学

術情報基盤実態調査（大学図書館編）の結果によると授業実施日の平日に 24 時間開館してい

る大学は国公私立全体で 4.8％であり、特色ある取組と言える。 

・ 新型コロナウィルス感染症の影響により減少していた附属図書館の入館者数及び施設貸出

件数について、令和３年度に利用者に対しアンケートを行い、その中で要望の多かった 24 時

間開館について実施したことにより、以後ともに回復傾向にある。利用者の意見を取り入れ

改善を行い、教育研究活動を支える組織として有効に機能しており、令和７年度に受審した

大学機関別認証評価において「優れた点」として取り上げられた。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 定性的な評価指標における進捗等欄参照 

 

２）定性的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 進捗等 

12-2-1 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 本学の強みや事業展開を分かりやすく整理し、財務・非財務の両面から可視化

した統合報告書を毎年度作成し、大学公式ウェブサイトでの掲載及び冊子の配

付により、ステークホルダーへの透明性の高い情報公開を行った。 

・ ステークホルダーとの双方向対話機会の強化策の検討を行う組織として、令

和５年度に経営戦略 IR 本部を設置し、毎年度５～６回程度、本部会議を開催し

た。 

・ ステークホルダーからの意見の収集方法について本部会議にて検討を行い、

既に学内の各部局において取り組んでいるステークホルダーとの意見交換の機

会・内容等の状況集約を行った。また、意見への対応状況等について、令和７年

度に受審の大学機関別認証評価の様式を用いた整理を行い、対応状況の一覧に

ついてステークホルダーに公開した。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 引き続き、毎年度統合報告書を作成し、ステークホルダーに対し積極的な情報



豊橋技術科学大学  

- 20 - 
 
 

公開を行う。 

・ ステークホルダーからの意見の集約について、毎年度実施している IR 基礎デ

ータ（各部局で所有する情報を集約した本学基礎資料集）集約に組み込むことで

漏れなく情報収集を行い、対応状況を毎年度学内で共有する。また、関係する部

局による継続した対応を行うことで、ステークホルダーへの透明性を担保した

対応を行い、引き続きステークホルダーからの要望に真摯に対応していく。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要事項  

 

中
期
目
標 

 
（13）AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、マイナンバーカードの活用等により、業務全般の継続性の
確保と併せて、機能を高度化するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業務運営体制を整備し、デジタル・
キャンパスを推進し、また、情報セキュリティを確保する。㉕ 

 
 

中期計画 中期計画の実施状況等 

13－１ DX推進計画を策定し、業務運営体制を整備するととも

に、大学業務全般とキャンパス環境のデジタル化を推進す

る。また、セキュリティ対策基本計画を策定し、情報セキ

ュリティを確保する。 

 

○評価指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13-1-1 大学業務全般とキャンパス環境のデジタル化に向

けた仕組み・取組の充実・強化及び情報セキュリティの

確保（令和５年度までに、RPAの新規導入、データ指向型

の業務フローへの変革、ジョブ型専門職員を中心とした

ITスキルアッププログラムの実施等を検討。以降、検討

結果を踏まえて本法人に合ったDXの取組を実施。令和４

年度に、セキュリティ対策基本計画の策定。以降、毎年

度、計画内容の実施・検証。） 

≪中期計画の実施状況≫ 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 令和４年度に採択された「国立大学改革・研究基盤強化推進補助金（経営改革促進事業）」

（文部科学省）の取組の一環として、RPA の活用により、定型的な事務作業について、「22

業務・33 フロー」の自動化を実現した。これにより、業務効率化に関するシステム等を活
用した業務時間の改善数は 1260 時間となった。部署間に点在していた重要データをプ
ラットフォーム上で一元管理することで、過去の蓄積データへの即時アクセスを実現
したことにより、情報探索コストの最適化を図るとともに、進捗状況のリアルタイムな
把握を可能とした。属人化を排した「データに基づく迅速な業務運営体制」の構築に寄
与した。 

・ その他、評価指標の達成状況参照。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 評価指標の達成状況参照。 

 

【評価指標の達成状況】 

１）定量的な評価指標 無し 

 

２）定性的な評価指標 

・評価指標の達成状況 【４年目終了時】ⅱ 【６年目終了時】（ⅱ）  

No. 進捗等 

13-1-1 

＜令和４～７年度の実績＞ 

・ 事務職員の業務改善や DX 化に対する意識醸成として、デジタルリテラシ

ー向上のためデジタルツール勉強会を複数回開催し、各ツールを活用した申

請のデジタル化や作業の自動化を実現し、職員のスキルアップ及び業務のデ

ジタル化を推進した。 

・ 令和４年度に採択された「国立大学改革・研究基盤強化推進補助金（経営
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改革促進事業）」（文部科学省）の取組の一環として、RPA の活用により、

定型的な事務作業について、「22 業務・33 フロー」の自動化を実現した。

また、単なる RPA 導入に留まらず、RPA 自体の理解を深め業務への活用に繋

げる情報共有やハンズオンセミナーの開催を通じて、事務職員自らが自動化

フローを構築できる体制作りと組織全体のデジタルリテラシー向上を同時に

推進した。これにより、業務効率化に関するシステム等を活用した業務時
間の改善数は、1260 時間となった。部署間に点在していた重要データを
プラットフォーム上で一元管理することで、過去の蓄積データへの即時
アクセスを実現したことにより、情報探索コストの最適化を図るととも
に、進捗状況のリアルタイムな把握を可能とした。これは単なる事務工
数の削減に留まらず、過去の経緯や判断プロセスの可視化を通じた「ナ
レッジの共有・継承」を促進するものであり、属人化を排した「データ
に基づく迅速な業務運営体制」の構築に寄与した。 

・ 教職員向け IT 活用 FD・SD セミナーを実施し、情報技術を活用した教育研

究活動等のスキルを学ぶ機会を提供した。 

・ 令和５年度に年末調整システムを導入し、従来完全な紙ベースで行ってき

た業務の電子化を実現した。これにより、教職員の申請作業の利便性を高め

るとともに、事務局における確認・データ入力業務の工数を大幅に削減する

という、目に見える事務効率化の成果を上げ、中期目標に掲げる「事務シス

テムの効率化」を具現化した。 

・ さらに、ワークフローシステムの導入を進めており、その一つとして、電

子決裁システムの令和８年度導入に向けて、令和７年度にシステムに関する

基本的な知識や画面編集等の技術を習得するための事務職員向け講習会を実

施し、導入に向けた事前準備を行った。 

・ 令和６年度には Microsoft365 の Teams におけるチーム機能の全学的な活

用を開始した。学内会議開催に係る諸連絡及び資料共有等に利用すること

で、教職員の情報共有、意思決定の迅速化を図った。また、DX 担当特命理

事・副学長と若手事務職員を中心とした有志 100 名強によるコミュニティを

立ち上げ、Google Gemini や Notebook LM 等を中心とした生成 AI の業務への

活用法や業務改善・事務効率化について日常的に情報交換を行い、個々の職

員の DX 意識を高めることで組織全体の DX 推進を図った。 

・ 令和４年度に「国立大学法人豊橋技術科学大学サイバーセキュリティ対策

基本計画（2022-2024）」を、令和７年度に「国立大学法人豊橋技術科学大

学サイバーセキュリティ対策基本計画（2025-2027）」をそれぞれ策定し、

以降、毎年度、基本計画工程表に基づく計画実施と検証を進めた。セキュリ

ティ対策の基礎となる情報格付け基準、可搬記憶媒体の取扱い、事務局ファ

イルサーバの運用に係る取扱いを制定し、インシデント対応フローの整備

や、認証連携と SSO（シングルサインオン)、及び学内情報システム更新時の
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CIO（情報化統括責任者）審査の定着を実現し、組織的な IT ガバナンスの強

化を図った。 

 

＜令和８～９年度の見込み＞ 

・ 令和７年度までの実績を検証し、本法人に合った DX 推進のための業務運営

体制の整備・強化を図り、更なる事務職員のスキルアップとデジタル技術の活

用、研究・教育 DX 含めキャンパス環境のデジタル化を推進する。 

・ 「国立大学法人豊橋技術科学大学サイバーセキュリティ対策基本計画

(2025-2027)」の基本計画工程表に基づいて実施計画の対応を進め、引き続

き情報セキュリティを確保する。 
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Ⅱ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画  

 
  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照    

 

Ⅲ 短期借入金の限度額  

 

中期計画別紙 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

 ９億円 

 

２ 想定される理由 

 運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要

となる対策費として借り入れることが想定されるため。 

 

 
・ 該当なし 
 

 

Ⅳ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画  

 

中期計画別紙 実 績 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

職員宿舎（愛知県豊橋市牛川通１丁目 17－７）の土地の全部（640

平方メートル）及び建物の全部（２棟、各 164 平方メートル）を譲渡

する。 

 
・ 職員宿舎（愛知県豊橋市牛川通１丁目 17－７）の土地の全部（640 平方メートル）及

び建物の全部（２棟、各 164 平方メートル）を譲渡した。 
 

 

Ⅴ 剰余金の使途  

 

中期計画別紙 実 績 

 
毎事業年度の決算において剰余金が発生した場合は、その全部又は

一部を、文部科学大臣の承認を受けて、教育研究の質の向上及び業務

運営の改善に充てる。 

 

・ 令和４年度から令和７年度における決算剰余金に係る目的積立金について、教育研究

の質の向上に資するため、教育研究施設・設備、学生宿舎及び課外活動施設の整備等、

教育研究環境整備事業に充当した。 
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Ⅵ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画別紙 実 績 

 
施設・設備の内容 予定額(百万円) 財  源 

総合研究棟改修 

ライフライン再生 

小規模改修 

総額 ８１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金 

        （５２８） 
（独）大学改革支援・学

位授与機構施設費交付

金    
        （２８２） 

 
（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目

標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・

設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加

されることもある。 

（注２）小規模改修について令和４年度以降は令和３年度同額とし

て試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、

（独）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金、長期借入金

については、事業の進展等により所要額の変動が予想されるた

め、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等にお

いて決定される。 
 

 
施設・設備の内容 実績額(百万円) 財  源 

新 LSI 工場新営 

総合研究棟改修 

ライフライン再生 

長寿命化改修 

小規模改修 

総額 ２，８９１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

施設整備費補助金 

     （２，８４７） 

（独）大学改革支援・学

位授与機構施設費交付金 

        （４４） 

 

○ 計画の実施状況等 

・ キャンパスマスタープラン 2022 及びインフラ長寿命化計画に基づき、安全で良好な教

育研究環境を維持するため、優先順位や費用対効果を勘案しながら、実験室等の全面改

修・長寿命化改修・空調改修・防水改修・トイレ改修を実施した。 

・ 本学が目指すイノベーション・コモンズ実現のため、次世代半導体集積回路技術教育研

究共創拠点棟（新 LSI 工場）設置の新営事業を令和５年度から着手し、令和６年度に完

成させた。これにより、人材育成受講料や共同研究費増に繋がるほか、産学官連携が大幅

に拡充できるようになった。 
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Ⅵ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 実 績 

本学の教育研究の活力を維持し伸ばすため、年齢や職位の構成等の

偏りによる組織の硬直化を避け、定年退職者数等を踏まえた人材の多

様性、雇用の安定性と流動性の一定程度の両立を推進する雇用計画、

人事配置、人材育成等を計画的かつ戦略的に行う人事計画等を策定す

る。 

 

（１）年齢構成の適正化 

年齢・職位のバランスを考慮した雇用計画、人事配置、人材育

成等を計画的かつ戦略的に行う人事計画等を策定する。 

（２）人材の多様性の確保 

若手教員、女性教員及び外国人教員の雇用を促進する。 

若手教員はテニュアトラック制度の適用を促進する。 

（３）年俸制の推進 

教育職員のうち、令和２年４月１日以降に新たに職員となった

者、それ以前からの職員であった者のうち本人の同意を得た者に

ついて、新年俸制の適用を推進する。 

（４）流動性の向上 

クロスアポイントメント制度の適用を促進し、人材の流動性を

高め、多様な人材の確保、活発な人事交流を図る。 

（５）実行管理 

本計画の実行管理については、人事委員会において行う。 

（６）その他 

本計画は、計画期間中における、社会情勢の変化や本学の経営

方針の転換等に柔軟に対応するため、計画期間中であっても見直

すことがある。 
 
 

・ 第４期中期目標期間以降における本学のミッション、ビジョン、目標・戦略を実践し、

教育研究の活力を高め維持できる体制及び長期的視点に立った戦略的な人員配置・人材

確保を実現するため、 

①役員・教職員等の人材を計画的かつ戦略的に確保・配置するための、人員配置管理の

基本方針 

②役員・教職員等の総合的・中長期的な人材確保・人員配置管理計画等の年次計画 

③第４期中期目標・中期計画期間における人事計画等の実行計画・人員配置管理計画等

の年度毎（令和４～５年度、６～７年度、８～９年度）の実行計画 

を３本柱とした人事施策を制定した。 

・ 事務局においては「事務改革大綱（第４次）」、「第４期事務改革アクションプラン」

の策定、「事務局に所属する事務職員等の人材育成方針等について」、「職務能力評価

等基準」、「事務局職員人事評価実施要領」を策定・制定し、令和４年度から見直した

事務局の業務支援体制の中で、組織力の向上につながる人員配置管理、人材育成の環境

整備、事務職員の高度化に向けた方策を実施し、令和６年度に行った検証に基づき令和

７年度に事務局の改組を行った。 

 

（１）年齢構成の適正化 

・ 適切な年齢構成の実現のため、令和４年度に本法人の役員・教職員等の人材を計画的

かつ戦略的に確保・配置を実現するための、①長期的な人事基本方針、②第４期中期目

標・中期計画期間中における人事計画等の取扱い、③年度ごとの実行計画、の３種の人

事関係規則を策定し、年齢構成の適正化を含め全学的取り組みとして管理し、人事委員

会において進捗管理を行う体制を整備した。 

・ 令和３年度に実施したエレクトロニクス先端融合研究所への学内昇任人事に伴う、各

系の空き准教授ポストの補充について、執行部と系長との人事ヒアリングを通じて若手

研究者登用を重視して行った。 

・ 令和７年度には学長戦略枠の活用について、定年退職教員の空きポストへの積極的な

若手研究者登用や高度専門職の配置を見据えた将来の人事配置構想を整理した。 

 

（２）人材の多様性の確保 

・ 上記人事施策に女性研究者、若手研究者、外国人研究者の雇用促進を示し、人事委員

会において進捗管理を行う体制を整備した。令和４～７年度における若手教員比率は平

均で 24.1％、女性教員比率は 10.3％、外国人教員比率は 8.6％である。 
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・ テニュアトラック制度について、助教は原則としてテニュアトラックを適用とし、令

和４～７年度中は 23 名がテニュアを獲得した。 

・  文部科学省国立大学法人運営費交付金「成果を中心とする実績状況に基づく配分」

における「若手研究者比率」ではグループ内で上位（同グループ 27 大学中２位）を維

持しており、「新規採用者に占める若手研究者比率」については令和４～７年度の平均

で 64.2％となっている。 

・ 一般社団法人 work with pride が策定した、職場における LGBTQ+に関する取組評価

指標「PRIDE 指標 2025」を継続して申請し、「日本における性的マイノリティが自分ら

しく働ける職場づくりに多大な貢献」したと評価を受け、国立大学で唯一となる「シル

バー認定」を令和５年から３年連続で取得した。 

・ 令和６年度に、本学として初となる女性理事１名のほか、女性の特任理事１名、常勤

監事１名及び非常勤監事１名を選出し、第３期末の女性役員（非常勤監事）１名から大

きく増加し、女性役員の数は計４名となり、意思決定層の多様化が図られた。また、女

性技術者活躍推進担当の特任理事を登用し、女性研究者雇用促進に重点を置いた施策の

検討を進めた。 

・ 令和６年度に、大学の機能強化を図るため、豊富な実務経験・技術を持つ実務家教員

及び高度技術者の確保が可能となる学内特別人事システムを構築した。（学内特別人事

システムによる実務家教員の雇用：令和６年度２名、令和７年度１名） 

・ 令和７年度に、高度な技術や知識・経験を持った高度専門職に対して適切な水準の給

与を支給するため、高度専門職手当の見直しを行った（２名の高度専門職の処遇を改

善）。また、事務職員をリサーチ・アドミニストレーター（URA）とする新たなキャリ

アパスを整備し、１名を URA として配置した。 

 

（３）年俸制の推進 

・ 教員の新規採用者における年俸制の適用率は 100％であり、令和７年度末時点での年

俸制適用教員比率は 54.3％と、毎年度向上している（令和４年度末 43.4％、５年度末

45.1％、６年度末 51.8％）。 

・ 令和３年度までに採用した教員中、令和４年度以降に年俸制に移行した者は計 16 名

であり、令和４～７年度の教員の新規採用者は計 35 名である。 

・ 令和７年度に、年俸制適用教員が半数を超えていることを踏まえ、これまでの運用状

況を検証し、より適正な運用が図れるよう年俸制適用職員業績評価及び新年俸制適用職

員業績評価を含めた教育職員個人評価制度の見直しについて人事委員会にて検討を実

施した。 

 

（４）流動性の向上 

・ 平成 28 年度よりクロスアポイントメント制度を導入しており、教育職員に限定して

いたクロスアポイントメントによる受入対象職を、令和４年度に一般職員や研究員等ま
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で拡大し、柔軟な人材流動が可能な体制を整えた。令和４～７年度の制度適用者数は 16

名であり、今後さらに実績の積み上げを図っていく。 

・ 令和４年度に採択した「地域中核大学イノベーション創出環境強化事業」（内閣府）

の一環として、令和５年４月から「豊橋市から国立大学法人豊橋技術科学大学への職員

派遣協定書」を締結し、豊橋市役所職員を本学「産学連携マネージャー」として採用し

た。 

・ 令和７年度に、シニア教員の派遣、高等専門学校教員の博士号取得の支援を目的とし

た若手教員受入について、高専と豊橋・長岡両技科大との教員交流制度を活用した人事

交流を進めた（派遣１名、受入１名）。 

・ 令和７年度に、本学で雇用する特別研究員－PD 等の育成方針を定め、日本学術振興

会若手研究者雇用支援事業に登録し、若手研究者の研究環境向上を推進した。 

・ 令和９年度に予定している教育組織再編に向け、令和８年度より基幹教員制度を導入

しクロスアポイント制度による実務家教員等多様な人材確保を可能とする制度の整備

を行った。 

 

（５）実行管理 

・ 人事委員会において、上記人事施策について進捗管理等を行う体制を整備し、人員配

置管理計画等の年度毎の実行計画に反映した。 

 

（６）その他 

・ 上記人事施策について、社会情勢の変化や本学の経営方針の転換等に対応し、計画期

間中であっても柔軟に見直す体制を構築した。特に近年の物価高騰等への対応として学

長措置枠、コア教員ポストの充足率等の扱いについては、「2023 年予算（財務）・人事

方針と今後 10 年間の見通し」を作成し、令和５年からの 10 年間の見通しを整理し対応

した。 

・ 令和７年度、組織運営と研究戦略の視点から組織運営ができる経営開発マネジメント

人材の輩出・育成のための人事制度構築の検討を新たに開始した。 
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Ⅵ そ の 他   ３ コンプライアンスに関する計画 

 

中期計画別紙 実 績 

本法人の役職員等が、法令及び本法人の規則等を遵守し、公平・公

正かつ誠実に職務を遂行し、本法人に対する社会的信頼の維持を図る

とともに、健全な大学経営に資するため、役職員等に対しコンプライ

アンスに関する研修等の啓発活動を行う。 

また、法令違反その他不正行為が生じている又は生じようとしてい

る場合に通報できる窓口の周知を図るとともに、不正行為には毅然と

して対応し、不正行為等の早期発見又は是正を図る。 

研究不正の防止のため、全教職員及び全学生に対する研究倫理教育

を実施し、研究倫理の意識向上を図るとともに、研究公正責任者、研

究倫理教育責任者等により構成する研究公正委員会において、毎年

度、不正防止体制並びに研究倫理教育等を検証及び改善する。 

毎年度、不正防止計画を検証及び策定し、全構成員に対して周知す

るとともに、適正な研究費の使用に係る学内ルール等を含めたコンプ

ライアンス教育及び啓発活動を実施すること等により、研究費の不正

使用を防止する取組を徹底する。 
 

・ 情報セキュリティ対策の意識を高めるため、学内で作成する全ての法人文書につい

て、機密性・取扱制限を明示する要領を作成し、令和６年度から運用した。 

・ 役職員に対するコンプライアンスに関する研修として、「個人情報保護研修（各年 70

名程度受講）」、「法人文書管理研修（各年 50 名程度受講）」を実施した。 

・ 法令違反その他の不正行為が生じているまたは生じようとしている場合に通報でき

るよう、公益通報窓口を学内のほか、学外にも窓口を設置し通報しやすい環境を整えて

おり、通報があった際には直ちに対応できるように体制を構築している。 

・ 本法人における研究不正行為・研究費の不正使用に関する告発・相談を受け付ける窓

口として、客観性や透明性の向上及び告発者の保護の観点から、第三者機関等に置く受

付窓口（外部窓口）を設置し、周知している。 

・ 令和５年度に、研究インテグリティの確保に向けて研究インテグリティ・マネジメン

ト委員会及び研究インテグリティ相談窓口を設置し、教職員連絡会にて説明を行った。

また、研究インテグリティ・マネジメントに係る研修会を開催し、研修会の内容をオン

デマンド教材化した。令和６年度からは研究倫理教育の必須科目として研究インテグリ

ティの単元を追加した。 

・ 毎年度競争的研究費等運営・管理推進会議において、不正防止計画、啓発活動につい

て検証し、次年度の不正防止計画（案）を策定している。 

・ コンプライアンス教育については全教職員を受講対象としており、毎年度、その年度

に受講対象となる新規採用教職員及び再受講対象者に対して、オンデマンドにより実施

している。受講後はチェックテストを行い、学内ルール等を遵守する旨の誓約書の提出

を必須としている。この他、教職員連絡会及びメール等により、全構成員に対して不正

防止計画及び研究費の不正防止について周知し啓発しており、科研費助成事業説明会等

においても研究費の不正防止に関する説明を併せて行っている。 

・ 研究倫理教育については、対象となる新規採用教職員及び再受講対象者に対して、e-

ラーニングプログラムによる研究倫理教育を実施した。また、本学教職員のほか、本学

において研究を行う者（共同研究員等）に対する研究倫理教育も実施している。 

・ 学生に対しては、学部３年次への新入学生を対象に研究者倫理に関するガイダンスを

実施している。また、学部生については必修科目「技術者倫理」を、大学院生について

は必修科目「研究者倫理」を開講している。 

・ コンプライアンス教育研修の実施頻度については有効期間を３年、研究倫理教育につ

いては５年としていたが、それぞれ競争的研究費等運営・管理推進会議及び研究公正委

員会において検討を行い、ともに令和８年度から毎年度受講することを決定し、研究不

正・研究費不正使用防止策を強化した。 
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中期計画別紙 実 績 

（１）学生・教職員の健康の保持増進及びメンタルヘルス対策の充実 

・健康診断の受診率向上及びフォローアップの充実を図る。 

・健康管理及びメンタルヘルスに関する相談体制の充実を図る。 

・長時間勤務による健康障害防止に取り組む。 

・学生・教職員の受動喫煙防止対策禁煙支援に取り組む。 

（２）安全な修学・就業環境の確保 

・衛生管理者・産業医による職場巡視を行う。 

・地震等の災害を想定した環境整備を推進する。 

（３）毒物・劇物の適正管理 

・毒物・劇物の適正管理を行う。 

（４）感染症対策の充実 

・修学・就業に影響を及ぼす感染症の予防対策の充実を図る。 

（５）安全衛生教育及び啓発活動の推進 

・学生・教職員に対する安全衛生に関する学内の講習会を開催する

とともに、管理監督者に対する安全配慮義務に関する教育を含め

た安全衛生教育を実施する。 

・労働安全衛生に係る有資格者の増員を図る。 
 

（１）学生・教職員の健康の保持増進及びメンタルヘルス対策の充実 

・ 教職員に対する一般定期健康診断については毎年４～６月に、特殊健康診断について

は同時期及び 12 月の年２回、健康支援センターで実施している。学生に対する一般定

期健康診断については、授業等の合間に受診できるよう利便性を考慮して講義棟で実施

し、令和７年度の受診率は 92.5％であった。また、健康診断実施期間中に受診できなか

った者については、市内の医療機関で個別に受診できるように配慮している。 

・ 教職員のメンタルヘルス対応については、毎年労働安全衛生法に基づくストレスチェ

ックを実施し、回答結果を分析のうえ、高ストレスの傾向が見られた教職員に対しては

産業医との面談の案内を通知し、本人の申し出に応じて個別面談を行い、必要に応じて

職長と連携し職場環境改善措置を講じている。また、労働環境がストレスの一因になっ

ていると思われる場合は、産業医が職場巡視により労働環境を確認している。 

・ 令和３年度までは大学所属の医師（１名）が、学校医と産業医を兼務していたが、学

生の健康管理及びメンタルヘルス対応に注力するため、令和４年度より学校医専任と

し、産業医については学外の医師を委嘱し、大学外の立場からより客観的な視点で対応

できる体制とした。 

・ 長時間勤務による健康障害防止のため、教職員の勤務時間を把握し、長時間労働に該

当した場合にはその旨を本人及び所属長に伝えるとともに産業医の面接指導について

案内を行っている。 

・ 受動喫煙防止対策禁煙支援としては、禁煙相談窓口を健康支援センターに設置すると

ともに、禁煙に関する情報提供を行っている。 

 

（２）安全な修学・就業環境の確保 

・ 安全な修学・就業環境の確保のため、毎年度、衛生管理者・産業医による職場巡視を

実施し、指摘事項に対する改善報告を受けるようにしており、その情報を安全衛生委員

会等にて共有することで類似事故等の再発防止に努めている。 

・ 毎年度、地震等の災害対策として、主に新入学生及び新規採用教職員に地震発生時に

おける初動を身につけることを目的に、６～７月に地震の揺れから身を守る安全行動及

び一時避難場所への避難訓練を実施している。また、11 月には上記訓練に加え、学生を

含む学内全構成員を対象とし、災害対策本部及び自衛防災組織による活動訓練、消火訓

練及び安否確認訓練を実施し、対応能力を身につけるとともに防災意識の向上を図って

いる。特に安否確認については、令和６年度までは、担当係から全学生・教職員に安否

確認メールを発信し、所定のフォームへの入力を依頼する方法により行っていたが、令

和７年度からは新たに導入した警備会社の安否確認システムによる訓練を行っている。 

Ⅵ そ の 他   ４ 安全管理に関する計画 
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・ 災害対策として非常用備蓄品を順次整備しており、近年頻発する大規模災害の状況か

ら帰宅困難者や近隣住民等避難者の受け入れ想定の見直しを課題として、令和４年度に

帰宅困難者等を従前の 300 人から最大 1,500 人が３日間大学に留まる想定とし、必要

な飲食料を５カ年計画で計画的に毎年購入してきた。しかしながら、災害の発生は予期

できないことから５カ年計画を前倒しして、令和７年度に必要量を充足した。飲食料に

限らず簡易トイレ、毛布、発電機等の必要物品についても、必要数の充足に努めている。 

・ その他、関連規程を整備し、発災時や南海トラフ臨時情報が発表された場合に迅速な

対応ができるようにした。大規模地震に対する事業継続計画（BCP）についても、令和

７年度に現状に合う内容に見直しを行った。 

・ 防災に関連する資格について、有資格者を増員した。令和４年度から令和７年度まで

の増員数は次のとおり。 

＊ 甲種防火管理者講習 修了者の増員 ７名増 

＊ 防災管理者講習   修了者の増員 ６名増 

＊ 自衛消防業務講習  修了者の増員 11 名増 

 

（３）毒物・劇物の適正管理 

・ 毒物･劇物の適正管理として、労働安全衛生法第 65 条等に基づき、有害業務を行う屋

内作業場の作業環境測定を毎年度２回実施するほか、毒物・劇物の使用状況把握のため、

取扱状況調査を毎年度実施している。また、労働安全衛生規則等の一部改正に伴い化学

物質管理規程を制定し、化学物質等の自主的かつ適切な管理を推進し、安全上の危害及

び健康障害並びに環境への影響を未然に防止するため、必要な事項を定めた（令和６年

度）。 

 

（４）感染症対策の充実 

・ 新型コロナウイルス感染症対策として、令和５年５月に新型コロナウイルス感染症は

通常のインフルエンザと同じ「５類感染症」に変更され、国や愛知県等の感染症対策本

部及び基本的対処方針は廃止されたが、本学では引き続き令和５年度末まで、消毒液の

補充及び感染対策物品の配布等感染対策を行った。また、体調不良時の連絡体制を構築

し感染症拡大防止に努め、新型コロナウイルス感染症に限らず、現在も継続中である。 

・ インフルエンザの感染流行防止に資するため、令和５年度以降毎年学内でのワクチン

接種の機会を設けており、各年 170 名を超える接種を行った。 

・ 結核患者発生を未然に防止するとともに発生時における早急な対応のため、胸部レン

トゲン検査で所見のあった学生について、再検査に係る支援を行った。 

 

（５）安全衛生教育及び啓発活動の推進 

・ 健康・安全・衛生に関する教育については、講習会及び労働安全衛生法等に係る有資

格者増員のため、安全衛生関係の年間計画を毎年度当初に策定し、講習会の実施並びに
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資格取得講座及び試験受験を勧めた。 

・ 毎年、教職員及び学生の安全活動の着実な実行に資すること、及び事故発生の未然防

止を促すことを目的に、安全衛生に関する講習会を他大学の専門家を講師として招き、

対面形式及びオンラインにて実施した。講習会の受講者は令和４～７年度で延べ 226 名

に上り、毎回豊富な実例の紹介があり、学生にも分かりやすい内容としている。なお、

講習会終了後は講師の同意の下オンデマンドによる配信を行い、不参加者に対する視聴

を勧めている。 

・ また、特定業務又は特定物質を扱う者を対象とした教育訓練を毎年実施している。 

・ 令和４～７年度の有資格者の増員は次のとおり。 

 ＊ 第１種衛生管理者資格保持者 ５名 

 ＊ 高圧ガス関連資格保持者   ４名（乙種機械：４名） 

 ＊ 放射線関連資格保持者    ６名（エックス線作業主任者試験：６名） 

・ 上記のほか、令和４年度の労働安全衛生規則等の一部改正により、化学物質による労

働災害防止のための新たな規制が施行されたことに伴い、以下の管理者講習等の受講を

勧め、有資格者の増員を図っている。 

 ＊ 化学物質管理者講習         ８名 

 ＊ 保護具着用管理責任者講習      ４名 

＊ マスクフィットテスト実施担当者教育 ２名 
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Ⅵ そ の 他   ５ 中期目標期間を超える債務負担 

 

中期計画別紙 実 績 

中期目標期間を超える債務負担については、当該債務負担行為の必

要性及び資金計画への影響を勘案し、合理的と判断されるものについ

て行う。 

 
・ 必要性及び資金計画への影響を勘案した上で、大学情報ネットワークシステム等の全

学的な情報インフラについて、中期目標期間を超えるリース契約により整備した。 

 

 

 

Ⅵ そ の 他   ６ 積立金の使途 

 

中期計画別紙 実 績 

前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

1 学生宿舎Ｅ棟整備費の一部 

2 長期修繕計画に基づくインキュベーション施設、研究施設、外

周道路の長寿命化のための整備費の一部 

3 その他教育、研究に係る業務及びその附帯業務 

 

 

・ 前中期目標期間繰越積立金については、計画通り、以下の財源に充当し、事業を推進

している。 

１ 学生宿舎Ｅ棟整備費の一部 

  ２  長期修繕計画に基づくインキュベーション施設、研究施設、外周道路の長寿命化 

    のための整備費の一部 

  ３  その他教育、研究に係る業務及びその附帯業務 
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Ⅵ そ の 他   ７ マイナンバーカードの普及促進に関する計画 

 

中期計画別紙 実 績 

学生及び教職員に対し、マイナンバーカードの取得促進のための情

報提供・普及促進を図るとともに、取得状況の調査を定期的に実施し、

取得率の把握をする。 

 

 

・ 教職員に対して、公金受取口座登録制度及びマイナ保険証利用に関する情報提供を

毎年度定期的に行い、マイナンバーカードの普及促進を図った。 

・ 学生に対して、講義棟学生掲示板へマイナンバーカード申請等に係るポスターを掲

出し、情報提供を行った。 

・ 年末調整手続きにおけるマイナンバーカード取得者の利便性向上を図り、取得率向

上を進めた。 

＊ 新たに導入した年末調整システム『オフィスステーション』の機能を活用し、マ

イナポータル連携による保険料控除情報の自動取得を行うことで申請手続きの効率

化が可能である旨周知し、マイナンバーカード取得を推進した。 

・ マイナンバーカードの健康保険証利用（マイナ保険証）について周知した。 

＊ 共済組合からマイナンバーカードの「資格情報のお知らせ」を全組合員に配付す

る際に、マイナ保険証を周知し、登録・利用促進を図った。 

＊ 令和７年12月２日以降のマイナ保険証への原則移行に伴う共済組合からマイナ保

険証未登録組合員への資格確認書配付時に、マイナ保険証を周知し、マイナンバー

カードの登録・利用促進を図った。 

・ 教職員のマイナンバーカード取得状況を把握するため、毎年度取得率調査を実施し

た。前述の多層的な普及啓発を展開した結果、取得率（申請中含む）は、令和４年11

月の57.7％から令和７年12月には69.1％へと、11.4ポイント向上した。 
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○ 別表１（学部、研究科等の定員未充足の状況について） 

（令和４年度） 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学部 
 
機械工学課程 

 
電気・電子情報工学課程 

 
情報・知能工学課程 

 
応用化学・生命工学課程 

 
建築・都市システム学課程 

 
課程未配属 

(a) 
       (人) 

253 
 
208 
 
208 
 
173 
 
133 
 
65 

(b) 
        (人) 

276 
 
243 
 
255 
 
144 
 
164 
 
62 

(b)/(a)×100 
        (％) 

109.1 
 
116.8 
 
122.6 
 
83.2 
 
123.3 
 
95.4 

学士課程 計 1,040 1,144 110.0 

 
工学研究科博士前期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
210 
 
170 
 
170 
 
130 
 
110 

 
 
 
238 
 
160 
 
189 
 
88 
 
113 

 
 
 
113.3 
 
94.1 
 
111.2 
 
67.7 
 
102.7 

修士課程 計 790 788 99.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・課程未配属及び秋入学について 

  本学では、学部第１年次入学者の一部について、入学時に課程を区別せず９

月に所属課程の決定を行うため、該当者を課程未配属として表記している。 

また、博士前期課程及び博士後期課程においては、秋期入学を実施してい

る。 

 

・収容定員と収容数の差について 

  一部の課程及び専攻については、社会情勢、学問領域に応じた就職状況の違

い等により定員充足率に差があるが、各課程全体としては適正な範囲である。 

 

・博士後期課程の定員充足率について 

 令和３年度実施入試における志願者数は、入学定員 34 名に対して 20 名で

あった（前年度比 10 名減）。この志願者減少の主たる要因は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により外国人留学生の入国が大幅に制限され、本学を志

願する留学生数が例年に比べて大きく減少したこと、また他の進学希望者を

増やすことができなかったことであると考える。そのため翌年度から、各高専

への訪問及び高専生向け体験実習受入れの回数を増やし、より積極的な広報

に取り組んだ。 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学研究科博士後期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
24 
 
21 
 
24 
 
18 
 
15 

 
 
 
21 
 
15 
 
24 
 
7 
 
16 

 
 
 
87.5 
 
71.4 
 
100.0 
 
38.9 
 
106.7 

博士課程 計 102 83 81.4 



豊橋技術科学大学  

- 36 - 
 
 

（令和５年度） 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学部 
 
機械工学課程 

 
電気・電子情報工学課程 

 
情報・知能工学課程 

 
応用化学・生命工学課程 

 
建築・都市システム学課程 

 
課程未配属 

(a) 
       (人) 

253 
 
208 
 
208 
 
173 
 
133 
 
65 

(b) 
        (人) 

268 
 
246 
 
262 
 
152 
 
156 
 
67 

(b)/(a)×100 
        (％) 

105.9 
 
118.3 
 
126.0 
 
87.9 
 
117.3 
 
103.1 

学士課程 計 1,040 1,151 110.7 

 
工学研究科博士前期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
210 
 
170 
 
170 
 
130 
 
110 

 
 
 
223 
 
161 
 
198 
 
93 
 
101 

 
 
 
106.2 
 
94.7 
 
116.5 
 
71.5 
 
91.8 

修士課程 計 790 776 98.2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・課程未配属及び秋入学について 

  本学では、学部第１年次入学者の一部について、入学時に課程を区別せず９

月に所属課程の決定を行うため、該当者を課程未配属として表記している。 

また、博士前期課程及び博士後期課程においては、秋期入学を実施してい

る。 

 

・収容定員と収容数の差について 

  一部の課程及び専攻については、社会情勢、学問領域に応じた就職状況の違

い等により定員充足率に差があるが、各課程全体としては適正な範囲である。 

 

・博士後期課程の定員充足率について 

 令和４年度実施入試における志願者数は、入学定員 34 名に対して 32 名で

あった（前年度比 12 名増）。しかしながら令和３年度実施入試における、新

型コロナウイルス感染症等による志願者減の影響が大きく、定員充足率は依

然として 90％を下回った。 

そのため引き続き、各高専への訪問及び高専生向け体験実習受入れの回数

を増やし、より積極的な広報に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学研究科博士後期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
24 
 
21 
 
24 
 
18 
 
15 

 
 
 
19 
 
17 
 
19 
 
9 
 
18 

 
 
 
79.2 
 
81.0 
 
79.2 
 
50.0 
 
120.0 

博士課程 計 102 82 80.4 



豊橋技術科学大学  

- 37 - 
 
 

（令和６年度） 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学部 
 
機械工学課程 

 
電気・電子情報工学課程 

 
情報・知能工学課程 

 
応用化学・生命工学課程 

 
建築・都市システム学課程 

 
課程未配属 

(a) 
       (人) 

253 
 
208 
 
208 
 
173 
 
133 
 
65 

(b) 
        (人) 

291 
 
249 
 
284 
 
140 
 
160 
 
68 

(b)/(a)×100 
        (％) 

115.0 
 
119.7 
 
136.5 
 
80.9 
 
120.3 
 
104.6 

学士課程 計 1,040 1,192 114.6 

 
工学研究科博士前期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
210 
 
170 
 
170 
 
130 
 
110 

 
 
 
213 
 
183 
 
207 
 
106 
 
103 

 
 
 
101.4 
 
107.6 
 
121.8 
 
81.5 
 
93.6 

修士課程 計 790 812 102.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・課程未配属及び秋入学について 

  本学では、学部第１年次入学者の一部について、入学時に課程を区別せず９

月に所属課程の決定を行うため、該当者を課程未配属として表記している。 

また、博士前期課程及び博士後期課程においては、秋期入学を実施してい

る。 

 

・収容定員と収容数の差について 

  一部の課程及び専攻については、社会情勢、学問領域に応じた就職状況の違

い等により定員充足率に差があるが、各課程全体としては適正な範囲である。 

 

・博士後期課程の定員充足率について 

 令和５年度実施入試における志願者数は、入学定員 34 名に対して 28 名で

あった（前年度比４名減）。令和３年度実施入試における、新型コロナウイル

ス感染症等による志願者減の影響が大きく、定員充足率は依然として 90％を

下回った。  

そのため引き続き、各高専への訪問及び高専生向け体験実習受入れの回数

を増やし、より積極的な広報に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学研究科博士後期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
24 
 
21 
 
24 
 
18 
 
15 

 
 
 
19 
 
16 
 
20 
 
11 
 
20 

 
 
 
79.2 
 
76.2 
 
83.3 
 
61.1 
 
133.3 

博士課程 計 102 86 84.3 
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（令和７年度） 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学部 
 
機械工学課程 

 
電気・電子情報工学課程 

 
情報・知能工学課程 

 
応用化学・生命工学課程 

 
建築・都市システム学課程 

 
課程未配属 

(a) 
       (人) 

253 
 
208 
 
208 
 
173 
 
133 
 
65 

(b) 
        (人) 

299 
 
256 
 
296 
 
142 
 
174 
 
65 

(b)/(a)×100 
        (％) 

118.2 
 
123.1 
 
142.3 
 
82.1 
 
130.8 
 
100.0 

学士課程 計 1,040 1,232 118.5 

 
工学研究科博士前期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
210 
 
182 
 
185 
 
130 
 
110 

 
 
 
210 
 
208 
 
223 
 
112 
 
108 

 
 
 
100.0 
 
114.3 
 
120.5 
 
86.2 
 
98.2 

修士課程 計 817 861 105.4 

 

 

 

 

 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・課程未配属及び秋入学について 

  本学では、学部第１年次入学者の一部について、入学時に課程を区別せず９

月に所属課程の決定を行うため、該当者を課程未配属として表記している。 

また、博士前期課程及び博士後期課程においては、秋期入学を実施してい

る。 

 

・収容定員と収容数の差について 

  一部の課程及び専攻については、社会情勢、学問領域に応じた就職状況の違

い等により定員充足率に差があるが、各課程全体としては適正な範囲である。 

 

・博士後期課程の定員充足率について 

 積極的に実施してきた各高専への訪問及び高専生向け体験実習受入れによ

る広報活動等により、令和７年度の定員充足率は 98％に回復した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学部、研究科等名 収容定員 収容数 定員充足率 

 
工学研究科博士後期課程 
 
 機械工学専攻 
 
 電気・電子情報工学専攻 
 
 情報・知能工学専攻 
 
 応用化学・生命工学専攻 
 
建築・都市システム学専攻 

 
 
 
24 
 
21 
 
24 
 
18 
 
15 

 
 
 
20 
 
14 
 
26 
 
14 
 
26 

 
 
 
83.3 
 
66.7 
 
108.3 
 
77.8 
 
173.3 

博士課程 計 102 100 98.0 
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（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

定員超過率
（M）

（L）／（Ａ）×100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

（％）（人） （人）

96.6%30 1,0050

学部・
研究科等名

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（L）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I,Kの合計）】

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の

うち、修業年限を
超える在籍期間が

２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流協

定等に基づく
留学生等数

（Ｆ）

長期
履修
学生数
（J）

左記の収容数のうち

長期履修

学生に係る

控除数

（K）

〔令和４年度〕 (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

（学部等）
工学部

1,040 1,144 128 20 40 30 19 32

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

0

49.0%
工学研究科
博士後期課程

102 83 33 16 0 0 0 14 13 507

（％）（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

工学研究科
博士前期課程

790 788 89 18 0 4 5 19

（人） （人） （人） （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

19 0 0 742 93.9%

（人） （人）

4

（人） （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

（学部等）
工学部

1,040 1,151 93 23 21 14 3 69 69 0 0 1,021 98.2%

〔令和５年度〕 (人) （人）

（人） （人）

（人） （人） （％）

工学研究科
博士前期課程

790 776 88 15 0 0 9 21 21 0 0 731 92.5%

（研究科等） (人) （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

工学研究科
博士後期課程

102 82 36 16 0 0 3 9 8 4 2 53 52.0%

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人）

 
 

 

 

 

○ 別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について） 
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（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

（人） （人）

定員超過率
（M）

（L）／（Ａ）×100

外国人
留学生数
（Ｃ）

休学
者数
（Ｇ）

留年
者数
（Ｈ）

（％）（人） （人）

105.3%35 1,0950 0

学部・
研究科等名

収容定員
（Ａ）

収容数
（Ｂ）

超過率算定
の対象となる
在学者数

（L）
【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,I,Kの合計）】

左記の外国人留学生のうち 左記の留年者数の

うち、修業年限を
超える在籍期間が

２年以内の者の数

（Ｉ）

国費
留学生数
（Ｄ）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

大学間交流協

定等に基づく
留学生等数

（Ｆ）

長期
履修
学生数
（J）

左記の収容数のうち

長期履修

学生に係る

控除数

（K）

〔令和６年度〕 (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

（学部等）
工学部

1,040 1,192 79 22 17 12 11 35

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

工学研究科
博士後期課程

102 86 35 14 0 0 3 13

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

工学研究科
博士前期課程

790 812 76 11 0 2 9 16

（人） （人） （人） （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

16 0 0 774 98.0%

（人） （人）

3

（％）

52.9%12 546

（人） （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

（学部等）
工学部

1,040 1,232 72 21 14 9 13 42 42 0 0 1,133 108.9%

〔令和７年度〕 (人) （人）

（人） （人）

（人） （人） （％）

工学研究科
博士前期課程

817 861 76 17 0 15 9 17 17 0 0 803 98.3%

（研究科等） (人) （人） （人） （人）

（人） （人） （％）

工学研究科
博士後期課程

102 100 42 21 0 0 1 11 8 7 4 66 64.7%

（研究科等） (人) （人） （人） （人） （人） （人）

 
 

○計画の実施状況等 

 国立大学の学部の定員超過の抑制に係る基準定員超過率（収容定員 110％）を踏まえた、適正な学生収容数となっている。 

 

 

  


